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１．はじめに 

 

施設管理課においては、平成 25 年度に引続き、所掌する関根浜施設の原子力第 1 船原子炉施設

（燃料・廃棄物取扱棟（以下「燃廃棟」という。）、保管建屋（撤去物等保管棟（以下「撤保棟」と

いう。）及び原子炉室保管棟で構成）、機材・排水管理棟（以下「機排棟」という。））の保守運転、

日常及び月例巡視点検の他、大湊施設の少量核燃料物質使用施設の液体廃棄施設、固体廃棄施設の

運転管理・日常巡視点検を実施した。 

また、原子力第 1 船原子炉施設について、原子力規制委員会による保安検査を受けるとともに、

地元協定（独立行政法人日本原子力研究開発機構むつ事業所に係る放射能の監視に関する協定書（以

下「監視協定」という。））に基づく立入調査に対応した。 

施設の安全対策として、経年劣化による施設の高経年化対策調査を進めるとともに、液体廃棄物

処理設備の計器更新や保管建屋の屋上防水補修（写真 1-1）等を実施した。 

廃止措置に関しては、研究施設の集約化・重点化に係る中性子源棒の輸送検討や、将来的な廃棄

体化の事前準備として以前より検討を進めてきた、廃棄物の分別手法及び手順の調査を進めた（写

真 1-2）。 

原子力船「むつ」に関するデータ整理作業を平成 25 年度に引き続き実施した。また、原子力船「む

つ」に関する文書について、保管場所を大湊施設から関根施設へ変更した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1-1 保管建屋屋上防水層補修 
（平成 27 年度） 

 

写真 1-2 廃棄物パッケージの内容物調査  
（平成 26 年度及び 27 年度） 
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２．原子炉施設の運転・維持管理業務 

 

2.1 原子力第 1 船原子炉施設 

原子力第 1 船原子炉施設は、原子炉の本体施設である原子力船「むつ」及び附帯陸上施設で構成

され、平成 7 年度に原子力船「むつ」が解体され、現在は附帯陸上施設のみが廃止措置計画に基づ

き維持管理されている。 

原子力第 1 船原子炉施設の附帯陸上施設の主要設備及び施設全体図を付録に示す。また、施設管

理課の体制を図 2-1 に示す。 

なお、各建屋の概要については付録に示す。 

 

2.2 運転管理 

2.2.1 業務計画 

(1) 原子炉施設年間業務計画 

原子力第 1 船原子炉施設の附帯陸上施設の運転・維持管理に関して、年度当初に「原子力第 1

船原子炉施設年間業務計画」を作成し、むつ事務所長の承認及び廃止措置施設保安主務者の同意

を得ている。 

年間業務計画には、以下の事項を記載している。  

①廃止措置に係る項目及びその予定期間（含む各設備の運転予定期間） 

②施設定期自主検査の予定期間 

③修理及び改造を行う場合は、その施設名と予定期間  

平成 26 年度の「原子力第 1 船原子炉施設年間業務計画」は、平成 26 年 3 月 25 日に、平成 27

年度の同計画は、平成 27 年 3 月 26 日にそれぞれ廃止措置施設保安主務者の同意及びむつ事務所

長の承認を得た。 

(2) 原子炉施設業務実施計画（月毎） 

原子炉施設年間業務計画に基づき、月毎の運転計画について毎月作成し、本計画に従って業務

を行っている。 

業務実施計画には、以下の事項を記載している。（放射線管理設備を除く） 

①各設備の運転予定期間 

②施設定期自主検査の予定期間 

③修理及び改造を行う場合は、その施設名と予定期間  

 

2.2.2 燃料・廃棄物取扱棟 

(1) 現状及び日常管理（保守運転・巡視点検） 

気体廃棄物処理設備の管理については、施設の設備維持費の軽減及び合理的な運用を図るため、
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平成 26、27 年度も例年と同様に、運転頻度を原則として週 3 回程度とし運転を実施した。 

液体廃棄物処理設備の維持管理のため、各系統のポンプを月 1 回運転し、作動状態に異常のない

ことを確認した。 

固体廃棄物処理設備の維持管理のため、雑固体圧縮機の保守運転を月 1 回実施し、設備の作動

状態に異常のないことを確認した。また、必要に応じて随時、雑固体圧縮機を運転して固体廃棄

物を処理（200L ドラム缶パッケージ化）することとしている。平成 26 年度及び平成 27 年度に

おける固体廃棄物の発生量は、施設定期自主検査における性能検査を兼ねた処理で、200L ドラ

ム缶が平成 26 年度は 2 本、平成 27 年度は 2 本であった。 

また、各廃棄物処理設備及び固体廃棄物処理設備である固体廃棄物貯蔵室と固体廃棄物保管エ

リア（1 階・2 階）について、週 1 回の頻度で巡視点検を実施し異常のないことを確認した。 

燃廃棟の建屋外観について、毎月 1 回巡視点検を実施し異常のないことを確認した。 

固体廃棄物の平成 28 年 3 月末現在の保管量を表 2-1 に、各設備の保守運転実績を平成 26 年度

は表 2-2 に、平成 27 年度は表 2-3 にそれぞれ示す（機排棟及び撤保棟含む）。 

また、巡視点検項目は付録に示す。 

 

2.2.3 機材・排水管理棟 

(1) 現状及び日常管理（保守運転・巡視点検） 

液体廃棄物処理設備の維持管理のため、モニタポンプ及び雑排水サンプポンプの保守運転を毎

月 1 回実施した。また、海水ポンプの保守運転についても同様に毎月 1 回実施した。ただし、海

水ポンプについては、冬期（12 月～3 月）運転休止として実施していない。 

また、廃棄物処理設備について、週 1 回の頻度で巡視点検を実施し、異常のないことを確認し

た。機排棟の建屋外観について、毎月 1 回巡視点検を実施し異常のないことを確認した。 

 

2.2.4 撤去物等保管棟 

(1) 現状及び日常管理（保守運転・巡視点検） 

液体廃棄物処理設備の維持管理のため、雑排水サンプポンプの保守運転を毎月 1 回実施した。 

また、液体廃棄物処理設備及び固体廃棄物貯蔵設備について、週 1 回の頻度で巡視点検を実施

し異常のないことを確認した。撤保棟の建屋外観について、毎月 1 回巡視点検を実施し異常のな

いことを確認した。 

 

2.2.5 原子炉室保管棟 

(1) 現状及び日常管理（保守運転・巡視点検） 

固体廃棄物処理設備である原子炉室保管室は、原子炉室一括撤去物を保管しており、週 1 回の

頻度で巡視点検を実施し、保管の状況について異常のないことを確認した。 
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原子炉室保管棟の建屋について、毎月 1 回巡視点検を実施し、異常のないことを確認した。 

 

2.2.6 その他原子炉の附属施設（換気設備） 

(1) 現状及び日常管理（保守運転・巡視点検） 

各建屋の換気設備については、施設の設備維持費の軽減及び合理的な運用を図るため、平成 18

年度から換気設備の運転頻度を減らしている。各建屋の運転頻度については、原則として燃廃棟

（3 回／週）、機排棟（2 回／週）、保管建屋（2 回／週）となっている。 

また、設備について、運転の都度（連休・年末年始などの期間は週 1 回）巡視点検を実施し、

異常のないことを確認した。 

巡視点検項目を付録に、換気設備の運転実績を表 2-4 に示す。 

 

2.3 施設定期自主検査・自主検査 

(1) 概要 

原子力第 1 船原子炉施設保安規定（以下「保安規定」という。）第 3 編第 3 章第 21 条に規定す

る施設定期自主検査を毎年 10 月から 12 月にかけて実施している。検査対象設備及び検査項目を

付録に示す。 

また、原子力第 1 船原子炉施設運転手引第 1 章第 5 節 4 項において毎年 1 回自主検査を実施す

ることとなっており、実施時期は施設定期自主検査期間に実施している。検査対象設備及び検査

項目を付録に示す。 

(2) 結果 

平成 26 年度については、施設定期自主検査及び自主検査ともに 10 月 1 日から 12 月 26 日の

日程で、平成 27 年度は、10 月 1 日から 12 月 25 日の日程でそれぞれ実施した。結果については、

各検査とも問題なく終了して結果は良であり、総合判定は合格であった。 

施設定期自主検査及び自主検査の結果について、むつ事務所長及び廃止措置施設保安主務者に、

平成 26 年度は 1 月 27 日に、平成 27 年度は 1 月 13 日にそれぞれ報告及び通知した。 

 

2.4 施設の高経年化対策 

2.4.1 平成 26 年度 

燃廃棟及び機排棟に設置している液体廃棄物処理設備等工業計器の一部更新を 10 月に実施し

た。当該機器は設備稼働から 20 年以上経過し、指示精度の調整が限界となっていることに加え、

部品調達が困難となっているものもあり、機器の更新を行うことで設備の維持を図った。 

 

2.4.2 平成 27 年度 

保管建屋の屋上について、竣工後 21 年が経過し、保護塗料及び防水層継ぎ目の劣化が見られ、
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管理区域内への雨水侵入が懸念されたことから、防水層の補修工事を 7 月～10 月に実施した（写

真 2-1）。また、燃廃棟及び守衛所に設置している無停電電源設備の蓄電池について、更新推奨時

期を超過していたため、1 月に更新を行い、機能の維持を図った。加えて、機排棟における火災

報知機について、設置から 20 年以上が経過しており、経年劣化が著しく機能維持ができない状

態であったため、2 月に更新を実施した。 

 

2.4.3 今後の対策 

平成 26 年度及び平成 27 年度は 2.4.1 及び 2.4.2 に示す経年劣化対策を実施したが、各建屋に

ついては建設からかなり時間が経過しており、メンテナンス時期に達している。また、外観目視

及び専門業者の調査により不具合が見られるため、今後も引き続き以下の点について高経年化対

策を検討・実施する。 

1) 燃廃棟 火災報知設備更新 

2) 機排棟 外壁等補修 

3) 希釈放出設備水管橋塗装補修  

4) 液体廃棄物処理設備各ポンプ開放点検 
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【施設管理係】：3 名 
・技術開発協力員：3 名 
（業務委託）：3 名 

【廃止措置係】：3 名  
・職員：1 名 
・技術開発協力員：3 名 

【事 務】：1 名 

・原子炉施設の運転、維持管理 

・放射性廃棄物の処理及び保管業務 

・核燃料物質使用施設の液体廃棄施設及び 

  固体廃棄施設の運転、保守業務  

・密封 RI 貯蔵施設の管理 

・原子炉施設の廃止措置計画業務 
・原子炉施設の廃止措置の実施業務 

・むつ事務所の庶務業務 

・施設管理課の庶務業務  

※施設管理課関係部分を抜粋 
平成 28 年 3 月 31 日現在 

【青森研究開発センター副所長 
【むつ事務所 所長】 

・藪 内  典 明 

【青森研究開発センター 所長】 
・飯 塚  幸 治 

【施設管理課】 
課長：田 島  好 弘  
課長代理：桑 原  潤 

【AMS 管理課】 【保安管理課】 

図 2-1  青森研究開発センター むつ事務所 施設管理課体制図 

青森研究開発センター むつ事務所 

施設管理課職員等配置 
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  防水層の浮き及び破断状況               防水層の浮き状況 

 

          

 

            

                              

 

 

 

 

 

 

 

 既存防水層補修                  保護塗料塗布 
 
 
 
  

写真 2-1 保管建屋屋上防水補修工事 （平成 27 年度） 
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表 2-1 施 設 別 固 体 廃 棄 物 保 管 量 

 

平成 28 年 3 月 31 日現在 

保管施設名 

保管能力 

保管体 
の種類 

保管数 総数 

200L 
ドラム缶 
換算本数 

数量 
200L 

ドラム缶 
換算本数 

200L 
ドラム缶 
換算本数 

燃料・廃棄物取扱棟 

※1 
約 790 本 

200L 
ドラム缶 

504 本 504 本 

約 1,079 本 

300L 
ドラム缶 

3 本 約 6 本 

１m3容器 25 個 約 125 本 
※2 
梱包体 

122 個 約 41 本 

使用済樹脂収

納容器 
2 個 約 2 本 

※3 
約 20 m2 

※4 
機器等 

4 個 約 48 本 

合計 726 本 

撤去物等保管棟 
約 930 本 

200L 
ドラム缶 

148 本 148 本 

１m3容器 41 個 約 205 本 
計 353 本 

原子炉室保管棟 
約 20 m×21 
m×約 14 m 

原子炉室一括

撤去物 
1 体 － 1 体 

※1 固体廃棄物貯蔵室の貯蔵能力（約 500 本）と固体廃棄物保管エリア（2 階）の貯蔵能力（約

290 本）を合計したもの。 

※2 使用済排気フィルタ（管理区域で使用）をビニール袋で密封後、ダンボール箱に詰めたもの。 

※3 固体廃棄物保管エリア（1 階）の機器等の貯蔵スペースを示す。 

※4 機器等：充填ポンプ 2 個、イオン交換塔 2 個 
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燃
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ポ
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15
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11
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10
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17

 
28

 
11

 
15

 
28

 
22

 
22
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－
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－
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10
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表 2-1 施 設 別 固 体 廃 棄 物 保 管 量 

 

平成 28 年 3 月 31 日現在 

保管施設名 

保管能力 

保管体 
の種類 

保管数 総数 

200L 
ドラム缶 
換算本数 

数量 
200L 

ドラム缶 
換算本数 

200L 
ドラム缶 
換算本数 

燃料・廃棄物取扱棟 

※1 
約 790 本 

200L 
ドラム缶 

504 本 504 本 

約 1,079 本 

300L 
ドラム缶 

3 本 約 6 本 

１m3容器 25 個 約 125 本 
※2 
梱包体 

122 個 約 41 本 

使用済樹脂収

納容器 
2 個 約 2 本 

※3 
約 20 m2 

※4 
機器等 

4 個 約 48 本 

合計 726 本 

撤去物等保管棟 
約 930 本 

200L 
ドラム缶 

148 本 148 本 

１m3容器 41 個 約 205 本 
計 353 本 

原子炉室保管棟 
約 20 m×21 
m×約 14 m 

原子炉室一括

撤去物 
1 体 － 1 体 

※1 固体廃棄物貯蔵室の貯蔵能力（約 500 本）と固体廃棄物保管エリア（2 階）の貯蔵能力（約

290 本）を合計したもの。 

※2 使用済排気フィルタ（管理区域で使用）をビニール袋で密封後、ダンボール箱に詰めたもの。 

※3 固体廃棄物保管エリア（1 階）の機器等の貯蔵スペースを示す。 

※4 機器等：充填ポンプ 2 個、イオン交換塔 2 個 
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３．原子炉施設の廃止措置 

 

3.1 概 要 

平成 4 年 2 月の実験航海終了後、同年 8 月に「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律（昭和 32 年 6 月 10 日法律第 166 号）（以下「原子炉等規制法」という。）第 38 条第 1 項に基づ

く原子力第 1 船原子炉施設の解体届（4 原研 05 第 48 号）を届け出て、同年 9 月より原子力船「むつ」

の解体工事を開始し、平成 8 年 3 月に終了した。 

解体工事は、3 段階に分けて以下のように実施した。 

・第 1 段階：燃料体の取出等（平成 4 年度及び平成 5 年度） 

・第 2 段階：原子炉補機室等の機器類撤去（平成 5 年度及び平成 6 年度） 

・第 3 段階：原子炉室一括撤去・移送（平成 6 年度及び平成 7 年度） 

原子炉室一括撤去物は、格納容器の一部を切り欠き、鉛遮へいガラスを設置して保管建屋の原子炉

室保管棟に保管し、平成 8 年度以降一般公開している。 

なお、附帯陸上施設の放射性廃棄物の廃棄施設、放射線管理施設及びその他原子炉の附属施設につ

いては、原子炉施設としての運転及び維持管理を継続している。 

原子炉等規制法の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置を定める省令第 1条第1項及び第 2項

に基づき、平成 18 年 3 月に文部科学省に「独立行政法人日本原子力研究開発機構原子力第 1 船原子

炉に係る廃止措置計画認可申請書」を以って申請し、同年 10 月に認可を得て、現在に至っている。 

廃止措置対象の原子炉施設は、附帯陸上施設全般であるが、主なものは原子炉室保管棟、撤保棟、

燃廃棟及び機排棟である。 

 

3.2 廃止措置計画 

原子力第 1 船原子炉に係る廃止措置計画の基本的考え方は、以下のとおりである。 

(1) 廃止措置計画の認可があった旨の通知を受けた翌日から、本計画に基づき実施する。 

(2) 解体工事は、研究施設等廃棄物の処分が可能な廃棄事業者の廃棄施設において、廃棄物の受入が可

能であることを確認してから開始する。 

(3) 放射性物質として取り扱う必要がない物についての事前調査のため、試料採取及び分析を行う。 

(4) 残存する各施設・設備について、解体の各過程に応じて要求される機能を保安規定に基づき維持し、

解体中の原子炉施設を適切に管理する。 

3.2.1 解体の方法 

原子炉室保管棟、撤保棟、燃廃棟及び機排棟内における管理区域内の施設及び設備を解体撤去後、

各管理区域の汚染状況を確認したのち、保安規定に定める管理区域及び周辺監視区域を解除する。 

なお、原子炉室保管棟、撤保棟、燃廃棟及び機排棟の非管理区域に設置されている設備・機器等

については再利用するため、解体は行わない。 
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3.2.2 核燃料物質の譲渡しの方法 

使用済燃料集合体 34 体は、全て再処理を行う。 

解体工事の第 1 段階で原子炉から取出し、燃廃棟内に保管していた全ての燃料集合体は、再処理

準備のため、平成 13 年に日本原子力研究所東海研究所（以下「原科研」という。）（現日本原子力

研究開発機構原子力科学研究所）の燃料試験施設に搬出した。 

現在、使用済燃料集合体 34 体は、核燃料サイクル工学研究所（以下「核サ研」という。）におい

て再処理するため、6 体の燃料集合体として平成 18 年度までに再組み立てを完了し、燃料試験施設

内の燃料貯蔵プールに保管されている。 

再処理準備を終えた燃料集合体は、核サ研の再処理準備が整い次第、搬出する予定である。 

 

3.3 廃止措置工程 

解体工事は、3.2 項で記載した基本的考え方のとおり、廃棄事業者の廃棄施設において廃棄物の受

入が可能であることを確認してから着工することとし、以下の順で実施する。 

(1) 保管廃棄物の搬出作業と並行して原子炉室一括撤去物を解体撤去する。 

(2) 保管建屋、燃廃棟及び機排棟の順に、管理区域内設備・機器を解体撤去する。 

(3) 順次、解体撤去に伴い発生した放射性廃棄物を搬出する。 

(4) 汚染の状況を確認したうえで、管理区域及び周辺監視区域を解除する。 

(5) 全放射性廃棄物の搬出、全管理区域及び全周辺監視区域の解除をもって廃止措置を終了する。 

(6) 原子炉等規制法に基づく廃止措置終了確認を受ける。 

廃止措置工程を、付録に示す。 

 

3.4  原子炉室一括廃棄体化 

廃止措置計画においては、原子炉室一括撤去物は全て工具及び溶断等により解体後、200L ドラム

缶に収納することとしている。 

一方、原子炉容器を細断せず、原形のまま炉内構造物を含め、容器内に遮へい用軽量コンクリート

等を充填した上、線量の高い部分に局部遮蔽を施し、収納容器に収納する等の処理を施し、原子炉室

を一括廃棄体として最終的に埋設処分する方式は、解体作業に伴う被ばく低減化、工期短縮、廃棄物

の発生量の低減化、コスト低減化等の効果が期待され、今後、有効な廃止措置の一つと考えられる。 

 

3.5 原子力第 1 船「むつ」に係るデータ整理 

原子力第 1 船「むつ」の資料集（報告書、写真、マイクロフィルム、実験データ）は、大湊施設

事務棟 1 階資料室に保管され、むつ文書データ検索システム及びむつ実験データ検索システムとし

てデータベース化され、平成 20 年 9 月から施設管理課の管理となっている。 
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平成 28 年 1 月に大湊施設事務棟から、資料を関根施設へ移送し、関根施設技術管理棟 1 階食堂

を改装して保管している。また、資料の移送の際に、重複資料等について整理を行った。平成 24

年度から保管資料とデータベース資料との照合確認を継続して実施している。 

  

3.6 廃棄物パッケージの内容物調査 

廃棄物分別処理の先行的な調査検討として、保管廃棄物の仕分け調査を開始した。当該作業に係る

報告書を付録Ⅳに示す。放射性固体廃棄物（以下「廃棄物」という。）は、最終的に減容処理（焼却・

圧縮）をして廃棄体化（コンクリート等での充填処理）を行うため、むつ事務所に保管している廃棄

物については、減容処理に対応した廃棄物の分別を実施する必要がある。 

調査の対象とする廃棄物は、非圧縮の可燃直廃（200L ドラム缶）及び不燃直廃（200L ドラム缶、

1m3 角型鋼製容器）と、可燃圧縮（200L ドラム缶）及び不燃圧縮（200L ドラム缶）であり、平成

25 年度から開始した調査では、それぞれ 1 本以上を対象に調査を行っている。 

平成 26 年度には、前年度から継続して試料採取・分析計画に則り、可燃直廃 200L ドラム缶及び不

燃直廃 200L ドラム缶の内容物調査を実施した。また、1m3角型鋼製金属容器のような大型のものの

調査に備え、燃廃棟 2 階本船機材保管エリアに 10.5m2の作業スペースを確保した大型グリーンハウ

スを設置した。（写真 3-1） 

平成 27 年度には、継続して試料採取・分析計画に則り、不燃直廃 1m3角型鋼製金属容器、可燃及

び不燃圧縮 200L ドラム缶の内容物調査を実施した。本作業は平成 26 年度に設置した大型グリーンハ

ウス内で実施した。作業スペースが広いことから作業の効率化を図ることができた。（写真 3-2） 

調査の結果から、保管廃棄物には可燃物・不燃物・難燃物が混在し、確実に分別作業の必要性があ

ることがわかった。今後も継続して内容物の調査を行い、将来的な仕分け作業に備える。 

 

3.7 オープンラック整理作業 

機材･排水管理棟のクレーンホールで管理している原子力船「むつ」の第 2 段階の解役作業（原子

炉補機室等の機器類撤去工事）で発生した非放射性の金属廃棄物（約 60 個）について、再利用を目

的とした処理を開始し、これまでにオープンラック 42 個 約 22t を処理した。 

 

3.8 中長期計画策定に向けた関連情報調査 

機構内の中長期計画検討を実施する上で必要な、廃止措置計画の見直し、廃棄物処理施設計画の見

直し、発生廃棄物等のデータ見直しについてバックエンド推進部門からの調査に協力した。 
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3.9 廃止措置関連委員会 

平成 26、27 年度に開催された廃止措置関連の各種 WG 等の開催状況を下記に示す。 

(1) 廃棄体技術基準等検討作業会 

平成 27 年度は計 4 回開催されテレビ会議にて参加した。埋設事業における廃棄体本数及び放射

能インベントリ、廃棄体の仕様・性能に係る技術基準への対応方法、放射能評価手法、品質管理の

方法等の技術的な検討を行った。 

(2) バックエンド対策プロジェクト会議（BEPT 会議） 

平成 26 年度に 1 回開催された。各 WG の検討状況の報告とともに、次期中期計画について検討

を行った。 

 

3.10 その他 

(1) 原子力船「むつ」使用済燃料輸送容器等の一時保管 

原子力船「むつ」使用済燃料を原科研のホット試験施設に輸送した際に使用した使用済燃料輸送

容器等（輸送容器 34 基、燃料取扱容器 1 式（架台含む）、燃料詰替用付属装置 1 式）は、今後、機

構内の諸規定等が整備され、処分が可能となるまでの期間、ホット試験施設管理部実用燃料試験課

（現福島技術開発試験部実用燃料試験課）に管理を委託し、毎月保管状況について報告を受けてい

る。 

(2) 研究施設の集約化・重点化に係る中性子源棒の輸送評価 

関根施設に保有している中性子源棒、大湊施設に保管している少量核燃料物質について、核燃料

管理に係るリスクを集中管理する目的で、平成 26 年度中の移送完了を事業計画統括部より要請さ

れた。 

関根施設の中性子源棒（Sb-Be：3.7MBq×4 本）について輸送の可否を評価するため、中性子源棒

を貯蔵箱から取り出し、輸送容器に収納した際の輸送容器表面における線量当量率等の調査を行っ

た。調査の結果、保有している輸送容器を用いて A 型輸送物として輸送可能であったが、輸送先の

目途が付かず、移送は行わなかった。 

大湊施設の少量核燃料物質について AMS 管理課が主導して原子力科学研究所への移送を行い、

L 型輸送物 2 個として、輸送を平成 27 年 3 月に実施した。 

(3) 原子力船「むつ」使用済燃料の海外再処理検討 

バックエンド部門に設置された SF 計画管理チームにより、「むつ」使用済燃料について海外での

再処理を行うために必要な検討を、平成 27 年から進めている。施設管理課では原子力船「むつ」

データベースを用いて、燃料関係のデータを提供し、「むつ」使用済燃料の海外再処理に向けた検

討を進めている。 
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   不燃物直廃：防炎シート（不燃物）       不燃直廃：塩ビテープ（難燃物） 
 
                            
 
 
 
 
                           
 
 
 
 
            不燃物直廃：ガラス瓶、金属、紙、木の混在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

燃廃棟 2 階本船機材保管エリアに大型グリーンハウスを設置 
 
 
 
 写真 3-1 廃棄物パッケージの内容物調査 （平成 26 年度） 
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    不燃直廃：1m3容器内容物          不燃直廃内容物：室内用廃棄物容器 

（不燃物・可燃物・難燃物混在） 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

可燃圧縮：酢ビシート（可燃物）          不燃圧縮：塩ビシート（難燃物） 
 
 
 
 

  
写真 3-2 廃棄物パッケージの内容物調査 （平成 27 年度） 
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４．少量核燃料物質使用施設等の運転・維持管理業務 

 

4.1 概要 

海洋環境試料（海水、海底土等）中に含まれる微量のプルトニウム及びウランの分析を α線スペク

トロメータ及び誘導結合プラズマイオン源質量分析装置により行うため、むつ事務所の大湊施設研究

棟に少量核燃料物質使用施設等（使用施設、貯蔵施設、廃棄施設、以下「少量使用施設等」という。）

がある。付録に大湊施設の配置図を示す。 

そのうち施設管理課が所掌する廃棄施設は、廃液タンク室に設置された液体廃棄施設及び固体廃棄

施設である。それらの運転、保守業務についての管理状況を以下に記す。 

 

4.2 年間予定使用量 

核燃料物質の使用の許可において、年間使用予定量は以下のとおりである。 

・239Pu, 240Pu      0.1 mg （3.5×105 Bq） 

・242Pu           0.1 mg （1.4×104 Bq） 

・50%濃縮ウラン   1 g  U 

・天然ウラン    310 g  U 

 

4.3 運転管理 

液体廃棄施設及び固体廃棄施設の設備を付録に示す。 

(1) 巡視及び点検 

設備の巡視点検は、原則として毎週 1 回実施している。点検対象設備及び点検項目を表 4-1 に示

す。 

また、月 1 回以上、液体廃棄設備の移送ポンプ、循環ポンプの保守運転を実施し、監視機器及び

ポンプの作動状況の確認を行っている。 

(2) 自主検査 

むつ事務所少量核燃料物質使用施設等保安規則に基づき、毎年1回以上自主検査を実施している。

検査対象設備及び検査項目を表 4-2 に示す。 

平成 26 年度は、9 月 1 日から 9 月 30 日の日程で、平成 27 年度は 9 月 1 日から 9 月 30 日の日

程でそれぞれ実施した。結果については、各検査とも異常なく終了して結果は良であり、総合判定

は合格であった。 

(3) 液体廃棄設備の運転 

少量使用施設等の運転で発生する液体廃棄物は、現在、給排気設備の運転で発生する加湿水等が

主である。平成 27 年度（1 回）で計 3.0m3を排水した。 

排水日及びその排水量を表 4-3-1～4-3-2 に示す。 
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(4) 固体廃棄設備運転 

少量使用施設等の運転で発生した固体廃棄物は、廃棄物保管庫で保管している。固体廃棄物は、

200L ドラム缶及びフィルタ梱包体で保管している。 

現在の保管量は 200L ドラム缶に換算して 6 本である。 

 

 

表 4-1 少量使用施設等に係る巡視及び点検の対象設備及び点検項目 

 対 象 設 備 名 称 点 検 項 目 

1 液体廃棄設備 
(1)貯槽等の目視による点検 
(2)水位計等監視設備の確認 

2 固体廃棄設備 保管状況の確認 

3 電源設備 作動状況の確認 

 

表 4-2 少量使用施設等に係る自主検査の対象設備及び検査項目 

 対 象 設 備 名 称 点 検 項 目 実 施 日 

1 液体廃棄設備 
(1)貯槽等の目視による漏えい検査 
(2)機器の作動試験 

平成 26 年 9 月 1 日～

9 月 30 日 

平成 27 年 9 月 1 日～

9 月 30 日 
2 電源設備 

(1)絶縁抵抗測定 
(2)作動試験（警報試験） 

 

表 4-3-1 平成 26 年度 少量使用施設等 管理区域排水日及び排水量 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

排水日 － － － － － － － － － － － － 0 回 

排水量

(m3) － － － － － － － － － － － － － 

 

表 4-3-2 平成 27 年度 少量使用施設等 管理区域排水日及び排水量 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

排水日 － － － － － － 29 － － － － － 1 回 

排水量

(m3) － － － － － － 3.0 － － － － － 3.0 
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５．放射性同位元素使用施設（届出）の管理業務 

 

関根浜附帯陸上施設放射線障害予防規程第 3章第 27条～第 29条に規定する放射性同位元素使用施

設の点検を規程どおり実施している。平成 26 年度及び平成 27 年度に実施した結果を表 5-1 と表 5-2

に示す。 

燃料・廃棄物取扱棟 1 階に貯蔵保管している放射性同位元素の仕様を以下に示す。 

(1) 種類及び数量 

① 核 種：124Sb-Be  

② 密 封 状 態：ステンレスカプセル密封、 寸法：φ32.5mm×L1,360mm 

③ 数量・個数：3.7 MBq×4 個（1972 年 1 月製造） 

 

(2) 貯 蔵 箱：φ1,662mm×L3,197mm（輸送容器を兼ねる） 

鉛；t 22.0cm、パラフィン；t 43.0cm、鋼；t 5.8cm 
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６．規定類の整備 

 

平成 26 年度における規定類の整備については、原子力第 1 船原子炉施設運転手引きの改定を実

施した。主な改定点は、廃棄物パッケージの保管状況に係る点検の追加及び様式の一部改正、追加

を行った。また、不適合管理並びに是正処置及び予防処置要領について、不適合管理等の考え方、

定義及び不適合の区分を明確化し、様式についても改正を行った。 

平成 27 年度における規定類の整備については、原子力第 1 船原子炉施設運転手引の改定を実施

した。主な改定点は、記録様式への根拠条文の追加、タンク容量及び％表示の内容について注記の

追加、保管建屋の排気風量の目安値の変更、廃棄物パッケージ及び包装等の表示の適正化を行った。

また、青森研究開発センター少量核燃料物質使用施設等（大湊施設研究棟）液体廃棄施設・固体廃

棄施設運転手引について、本文の見直し、バルブチェック表への追加等の改正を行った。 

JAEA-Review 2017-039

- 23 -



JAEA-Review 2017-039 

- 24 - 

７．許認可申請 

 

7.1 概要 

原子力第 1 船原子炉施設に関する許認可申請及び六ヶ所原子力安全管理事務所への連絡等に

ついて記載する。 

 

7.2 許認可申請関連 

原子力第 1 船原子炉に係る廃止措置は、昭和 60 年 3 月 31 日に内閣総理大臣及び運輸大臣が

定めた「日本原子力研究所の原子力船の開発のために必要な研究に関する基本計画」において

「むつ」は「実験航海終了後、直ちに関根浜新定係港において解役する。」との定めを受けて、

平成 4 年 2 月の実験航海終了後、同年 8 月に「原子炉等規制法」第 38 条第 1 項に基づき、原

子力第 1 船原子炉施設の解体届を届け出て、原子炉等規制法の一部を改正する法律の施行に伴

う経過措置を定める省令第 1 条第 1 項及び第 2 項に基づき、平成 18 年 3 月 31 日に文部科学省

に廃止措置計画書を認可申請し、同年 10 月 20 日付けで認可を得た。 

その後、放射性物質として取り扱う必要のない物についての事前調査として、廃棄物からの

試料採取等の作業を行うため保安規定の変更を実施し、平成 19 年 9 月 12 日変更認可を得た。 

7.3 関係官庁関連 

(1) 廃止措置関連報告（六ヶ所原子力安全管理事務所） 

廃止措置計画の認可に伴い、従来の解体に関する工事工程の明細書等の提出義務が喪失し

た。その後、「廃止措置計画の認可後における安全性の確認について」（平成 19 年 4 月 20 日

付）の原子力安全課原子力規制室から日本原子力研究開発機構理事長宛に事務連絡文書が発

出され、これに基づき、平成 19 年度から改めて「工事方法等の明細書」、「工事工程の明細

書」及び「廃止措置計画の進捗状況報告書」を六ヶ所原子力安全管理事務所に提出すること

となった。 

これらの書類の提出は、廃止措置期間終了まで継続し、解体工事の予定がない場合は、「工

事工程の明細書」を毎年 3 月に提出することとしており、平成 24 年度まで提出していたが、

平成 25 年 8 月 8 日に原子力規制庁から事務連絡の廃止について周知があり、以降本連絡は

不要となった。 

(2) 公共水域占用許可（青森県庁（下北地域県民局）） 

平成 2 年 2 月に新定係港の施設として水管橋及び海中放出管の設置に係る使用水域に対し、

港湾法第 37 条第 1 項に基づき公共水域占用許可を得てから、引き続き使用出来るように、

毎年 2 月に経理課へ占用許可申請を依頼している。平成 27 年度分（平成 27 年 4 月 1 日～平

成 28 年 3 月 31 日まで）について、平成 27 年 1 月 6 日に業務連絡書において依頼し、平成

27 年 2 月 18 日付けで申請し、下北地域県民局長の許可を得た。 
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また、平成 28 年度分（平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日まで）についても平成

28 年 1 月 5 日に同様の手続きを行い、平成 28 年 2 月 17 日付けで申請し、下北地域県民局

長の許可を得た。 

水域占用場所は「むつ市大字関根字北関根 770 番地」であり、水域占用面積は 624.11m2

である。 

(3) 道路占用許可（むつ市役所） 

関根浜新定係港附帯陸上施設用地として引き続き使用できる様に、道路法第 32 条に基づ

き道路占用許可申請（継続）を、業務連絡書で平成 26 年 2 月 12 日に経理課へ依頼し、平成

26 年 2 月 17 日付けで申請し、むつ市長から許可を得た。占用期間は、平成 26 年 4 月 1 日

から平成 31 年 3 月 31 日までの 5 年間である。 

占用する場所は「むつ市大字関根字北関根 723 番地」の一部、二ヵ所であり占用面積は

520m2である。道路占用図を付録に示す。 

 

注意）放射性液体廃棄物輸送等で道路を占用する場合は、前月末日までに「道路占用日程

表」をむつ市長に届出、また、日程を変更する場合は、占用の前日までにむつ市長へ

変更の通知をすることとなっている。 
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８．保安検査、立入調査及び廃棄物の報告等 

 

8.1 概 要 

官庁検査等の主なものに、原子力規制庁による保安検査（保安規定の遵守状況調査）と地元監

視協定に基づく立入調査がある。それに加え労働安全衛生法（クレーン等安全規則）に係る設備

の検査として燃廃棟と機排棟に設置されている天井クレーンについて、性能検査代行機関による

性能検査（立会）がある。 

 

8.2 官庁検査 

平成 26 年度及び平成 27 年度に行われた保安検査及び性能検査等を表 8-1 及び表 8-2 に示す。

検査等において施設管理課における指摘事項はなかったが、平成 27 年度第 2 回保安検査時に保

安管理課において、教育及び保安訓練の実施状況について保安規定違反（監視）を確認した。 

天井クレーンの性能検査は有効期間が 2 年間となっており、平成 26 年度が該当することから

性能検査を受検した結果、合格となった。 

 

8.3 廃棄物報告等 

施設管理課における放射性廃棄物に関する官庁等への報告においては、直接官庁等へ提出する

報告書はなく、保安管理課を経由して提出されるものである。 

報告書等の主なものを表 8-3 に示す。 

 

8.4 内部監査 

「原子力第 1 船原子炉施設保安規定」第 19 条及び「むつ事務所原子炉施設品質保証計画」8.1

内部監査に基づき、年 1 回内部監査を受けている。 

平成 26 年度は、平成 27 年 1 月 22 日に実施し、施設管理課が所掌している文書・記録台帳に

ついて、文書及び記録の管理要領に規定される文書及び記録以外のものが記載されているため、

混同を避けるため改善を要求され、2 月 6 日に処置を完了した。 

平成 27 年度は、平成 28 年 1 月 25 日に実施し、表紙及び改訂履歴に押印が必要な文書につい

て、文書改正後に改訂履歴欄の押印がされていないものがあり、改善を要求された。また、改正

を行い有効でなくなった記録について同一ファイルで保存されており、混同する恐れがあったた

め、改善を要求された。これらについて 1 月 29 日に処置を完了した。 
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表 8-1  保安検査及び性能検査等（平成 26 年度） 

 検査等名称 実施日 検査結果 

1 

保 
 

安 
 

検 
 

査 

保安検査 
第 1 回 平成 26 年 6 月 25～26 日 指摘事項なし 

第 2 回 平成 26 年 12 月 16～17 日 指摘事項なし 

運転管理に関する 

施設巡視 

第 1 回 平成 26 年 6 月 27 日 指摘事項なし 

第 2 回 平成 26 年 9 月 24 日 指摘事項なし 

第 3 回 平成 26 年 12 月 18 日 指摘事項なし 

第 4 回 平成 27 年 3 月 4 日 指摘事項なし 

2 監視協定に基づく立入調査 
第 1 回 平成 26 年 8 月 18 日 指摘事項なし 

第 2 回 平成 27 年 2 月 6 日 指摘事項なし 

3 

天井クレーン性能検査（指定検査機関による立会い検査） 

燃廃棟 75 t 天井クレーン 平成 26 年 11 月 5 日 

指摘事項なし 
有効期間； 
平成 26 年 12 月 1 日～ 

平成 28 年 11 月 30 日 

機排棟 20 t 天井クレーン 平成 26 年 5 月 16 日 

指摘事項なし 
有効期間； 
平成 26 年 6 月 1 日～ 

平成 28 年 5 月 31 日 

 

表 8-2  保安検査及び性能検査等（平成 27 年度） 

 検査等名称 実施日 検査結果 

1 

保 
 

安 
 

検 
 

査 

保安検査 
第 1 回 平成 27 年 6 月 23～25 日 指摘事項なし 

第 2 回 平成 27 年 12 月 14、15、18 日 指摘事項なし 

運転管理に関する 

施設巡視 

第 1 回 平成 27 年 6 月 25 日 指摘事項なし 

第 2 回 平成 27 年 9 月 17 日 指摘事項なし 

第 3 回 平成 27 年 12 月 18 日 指摘事項なし 

第 4 回 平成 28 年 3 月 10 日 指摘事項なし 

2 監視協定に基づく立入調査 
第 1 回 平成 27 年 8 月 24 日 指摘事項なし 

第 2 回 平成 28 年 2 月 1 日 指摘事項なし 

3 

天井クレーン性能検査（指定検査機関による立会い検査） 
燃廃棟 75 t 天井クレーン 

※当該期間該当なし（2 年に 1 回実施のため） 
機排棟 20 t 天井クレーン 
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９．教育訓練・資格取得 

 

原子力第 1 船原子炉施設保安規定第 1 編第 29 条第 2 項に基づく課保安教育実施計画及びその

他の必要な教育に対する実施結果及び施設管理課課員の原子力技術研修等について、平成 26 年

度の実施結果を表 9-1、表 9-2 に、平成 27 年度は、表 9-3、表 9-4 にそれぞれ示す。 

 

表 9-1 教育訓練実施結果（平成 26 年度） 

 

区分 教育項目 
回

数 
人数 

原
子
炉
施
設
保
安
規
定 

①関係法令、保安規定等（A01） 11 59 

②原子炉施設の構造、性能及び運転（A02） 10 25 

③放射線管理（A03） 6 31 

④核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物の取扱い（A04） 3 17 

⑤非常の場合に採るべき処置（A05） 3 18 

⑥品質保証計画、品質保証活動に必要な文書等（A08） 5 38 

放
射
線
障
害
防
止
法 

①放射線の人体に与える影響（B01） 3 17 

②放射性同位元素又は放射線発生装置の安全取扱い（B02） 9 31 

③放射線障害防止法令（B03） 3 17 

④放射線障害予防規程（B04） 6 30 

⑤非常の場合に講ずべき処置の概要（B05） 3 17 

少
量
核
燃
料
物
質
使

用
施
設
等
保
安
規
則 

①関係法令及び保安規定等（A11） 1 10 

②少量核燃料物質使用施設等の構造、性能及び運転（A12） 3 11 

③放射線管理（A13） 3 21 

④核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物の取扱い（A14） 1 10 

⑤非常の場合に採るべき処置（A15） 1 10 

そ

の

他

の

教
育 

①所外講習会、研修会等（コンプライアンス研修、内部監査員等） 15 27 

②その他の課内教育（水平展開） 31 270 

保
安
上
必
要

な
訓
練 

①総合訓練 1 15 

②消火訓練、通報訓練（時間外通報訓練含む） 15 188 
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表 9-2 原子力技術研修等一覧（平成 26 年度）（1/2） 

 

No 実施月日 
講習会・研修会

等の名称 
受講

者数 
主催者 
（講師） 

備考 

1 5/22～23 原子力入門・基

礎講座 1 
日本原子力

情報センタ

ー 

原子力業務について日の浅い者を対

象とし、業務を円滑に進める上で必

要な基礎・必須知識を短時間で効率

よく習得する。 

2 7/23～25 原子力品質保

証講座 3 人事部 
人事課 

品質保証活動における基礎知識及び

機構や他機関での実例を学び、日常

の品質保証活動のレベルアップ 

3 8/8 電気工作物保

安教育 6 むつ事務所 
工務課 

電気工作物保安規定第10条に基づく

教育「家庭用分電盤の漏電探査及び

不安全行動による電気事故防止につ

いて」 

4 9/3、5 普通救命講習 4 

むつ事務所 
保安管理課 
（むつ消防

署） 

防災週間に伴い、救命処置、心肺蘇

生法等に関する技能を習得する。 

5 9/11～12 計測技術講座 1 人事部 
人事課 

計測技術に関する基礎知識、新技術

の動向、プラントにおけるプロセス

計装等を学び、実習を通じた各種計

測技術を習得する。 

6 9/18～19 
ISO9001/JEA
C4111 内部監

査員養成研修 
1 人事部 

人事課 

保安規定 QA に基づく原子力安全監

査（又は内部監査）を行う監査員の

養成 

7 10/14～17 
平成 26年度フ

ォローアップ

研修 
1 人事部 

人事課 

新規採用職員を対象とし、機構職員

としての心構え、立場や役割の再認

識を目的とした集合研修 

8 10/31 
リスクコミュ

ニケーション

実務講座 
2 人事部 

人事課 

原子力や放射線利用に関し、地域住

民等利害関係者との間で行うリスク

コミュニケーションについて必要な

知識を、ロールプレイを主体とした

実務研修により習得する。 

9 11/26～28 
放射性廃棄物

処理処分応用

講座 
1 人事部 

人事課 

廃棄物処理処分に関する基本的考え

方、低レベル及び高レベル放射性廃

棄物処理処分技術に関する専門的知

識の体系的な習得及び技術的根拠や

技術動向を含め、知見を総合的に活

用できる応用力の向上 

10 12/8 リスクアセス

メント研修 2 
安全・核セキ

ュリティ統

括部 

リスクアセスメントの必要性を正し

く理解し、リスクアセスメントの効

果的な進め方を習得する。 
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表 9-2 原子力技術研修等一覧（平成 26 年度）（2/2） 

 
  

No 実施月日 
講習会・研修会

等の名称 
受講

者数 
主催者 
（講師） 

備考 

11 12/16～19 核燃料サイク

ル技術講座 1 人事部 
人事課 

核燃料サイクル技術全般にわたる基

礎知識の体系的な習得及び職場での

業務への活用 

12 12/22 放射線安全専

門講習 1 
原子力安全

技術センタ

ー 

放射線安全管理の実務、安全文化の

醸成、原子力防災対策の概要等につ

いての講義や放射線特性実習を実施

し、原子力安全の実現のために必要

な人材の育成を行う。 

13 1/22 
放射性物質安

全輸送講習

会：基礎コース 
1 国土交通省 

放射性物質輸送に関する安全規則の

正しい理解と輸送時における安全性

の向上 

14 2/17 原子力材料基

礎講座 1 人事部 
人事課 

原子力施設で使われる材料について

の基礎知識の体系的な習得と現実的

に重要な材料腐食に係る実務的知識

の習得 

15 3/6 

放射性物質安

全輸送講習

会：RI 輸送コ

ース 

1 国土交通省 
放射性物質輸送に関する安全規則の

正しい理解と輸送時における安全性

の向上 
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表 9-2 原子力技術研修等一覧（平成 26 年度）（2/2） 

 
  

No 実施月日 
講習会・研修会

等の名称 
受講

者数 
主催者 
（講師） 

備考 

11 12/16～19 核燃料サイク

ル技術講座 1 人事部 
人事課 

核燃料サイクル技術全般にわたる基

礎知識の体系的な習得及び職場での

業務への活用 

12 12/22 放射線安全専

門講習 1 
原子力安全

技術センタ

ー 

放射線安全管理の実務、安全文化の

醸成、原子力防災対策の概要等につ

いての講義や放射線特性実習を実施

し、原子力安全の実現のために必要

な人材の育成を行う。 

13 1/22 
放射性物質安

全輸送講習

会：基礎コース 
1 国土交通省 

放射性物質輸送に関する安全規則の

正しい理解と輸送時における安全性

の向上 

14 2/17 原子力材料基

礎講座 1 人事部 
人事課 

原子力施設で使われる材料について

の基礎知識の体系的な習得と現実的

に重要な材料腐食に係る実務的知識

の習得 

15 3/6 

放射性物質安

全輸送講習

会：RI 輸送コ

ース 

1 国土交通省 
放射性物質輸送に関する安全規則の

正しい理解と輸送時における安全性

の向上 
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表 9-3 教育訓練実施結果（平成 27 年度） 

 

区分 教育項目 
回

数 

人

数 

原
子
炉
施
設
保
安
規
定 

①関係法令、保安規定等（A01） 14 99 

②原子炉施設の構造、性能及び運転（A02） 9 38 

③放射線管理（A03） 12 53 

④核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物の取扱い（A04） 9 37 

⑤非常の場合に採るべき処置（A05） 11 55 

⑥品質保証計画、品質保証活動に必要な文書等（A08） 10 53 

放
射
線
障
害
防
止
法 

①放射線の人体に与える影響（B01） 6 20 

②放射性同位元素又は放射線発生装置の安全取扱い（B02） 9 42 

③放射線障害防止法令（B03） 8 54 

④放射線障害予防規程（B04） 8 54 

⑤非常の場合に講ずべき処置の概要（B05） 11 54 

少
量
核
燃
料
物
質
使

用
施
設
等
保
安
規
則 

①関係法令及び保安規定等（A11） 10 64 

②少量核燃料物質使用施設等の構造、性能及び運転（A12） 6 24 

③放射線管理（A13） 9 44 

④核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物の取扱い（A14） 7 30 

⑤非常の場合に採るべき処置（A15） 9 47 

そ
の
他
の

教
育 

①所外講習会、研修会等（内部監査員、原子力施設除染講座等） 12 20 

②その他の課内教育（水平展開） 30 389 

保
安
上
必
要

な
訓
練 

①総合訓練 1 16 

②通報訓練（時間外通報訓練含む） 17 235 
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表 9-4 原子力技術研修等一覧（平成 27 年度）（1/2） 

 

No 実施月日 
講習会・研修

会等の名称 
受講

者数 
主催者 
（講師） 

備考 

1 4/14～16 
放射線取扱主

任者受験講座

（講義編） 
1 人事部 

人事課 

原子力関係国家資格である第一種放

射線取扱主任者資格取得を志す者を

対象に受験に特化した学習支援 

2 5/22 
放射性廃棄物

処理処分基礎

講座 
1 人事部 

人事課 

一般廃棄物及び放射性廃棄物の区

分、規制、処理処分方法及び管理等

に関する基礎知識の体系的な習得及

び職場での廃棄物管理への活用 

3 5/25～27 
放射線取扱主

任者受験講座

（演習編） 
1 人事部 

人事課 

原子力関係国家資格である第一種放

射線取扱主任者資格取得を志す者を

対象に受験に特化した学習支援 

4 6/9 電気従事者教

育訓練講座 2 人事部 
人事課 

電気従事者及び電気作業に携わって

いる者に対し、電気設備の正しい取

扱等について、保安教育訓練による

電気設備の安全確保と感電等の災害

防止 

5 7/1～3 監督者安全教

育講座 1 人事部 
人事課 

新任監督者に対する法令に基づく職

長教育、安全衛生に関する実務的知

識を学び、グループ討議等を通じた、

監督者としての職務の自覚と意識高

揚 

6 7/22～24 原子力品質保

証講座 1 人事部 
人事課 

品質保証活動における基礎知識及び

機構や他機関での実例を学び、日常

の品質保証活動のレベルアップ 

7 9/9 普通救命講習 2 

むつ事務所 
保安管理課 
（むつ消防

署） 

防災週間に伴い、救命処置、心肺蘇

生法等に関する技能を習得する。 

8 11/25～27 
放射性廃棄物

処理処分応用

講座 
1 人事部 

人事課 

廃棄物処理処分に関する基本的考え

方、低レベル及び高レベル放射性廃

棄物処理処分技術に関する専門的知

識の体系的な習得及び技術的根拠や

技術動向を含め、知見を総合的に活

用できる応用力の向上 

9 11/27 
ヒューマンエ

ラーを防ぐ

3H 
7 むつ事務所 

保安管理課 

品質月間に伴い、ヒューマンエラー

を防ぐための活動について、実例を

交えた講義により学習する。 

10 12/3～4 
平成 27 年度

マネジメント

基礎研修 
1 人事部 

人事課 

管理職を対象に、管理者としての意

識を相互啓発し、管理上の問題解決

等に必要な知識及び手法の基礎を理

解させる。 
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表 9-4 原子力技術研修等一覧（平成 27 年度）（1/2） 

 

No 実施月日 
講習会・研修

会等の名称 
受講

者数 
主催者 
（講師） 

備考 

1 4/14～16 
放射線取扱主

任者受験講座

（講義編） 
1 人事部 

人事課 

原子力関係国家資格である第一種放

射線取扱主任者資格取得を志す者を

対象に受験に特化した学習支援 

2 5/22 
放射性廃棄物

処理処分基礎

講座 
1 人事部 

人事課 

一般廃棄物及び放射性廃棄物の区

分、規制、処理処分方法及び管理等

に関する基礎知識の体系的な習得及

び職場での廃棄物管理への活用 

3 5/25～27 
放射線取扱主

任者受験講座

（演習編） 
1 人事部 

人事課 

原子力関係国家資格である第一種放

射線取扱主任者資格取得を志す者を

対象に受験に特化した学習支援 

4 6/9 電気従事者教

育訓練講座 2 人事部 
人事課 

電気従事者及び電気作業に携わって

いる者に対し、電気設備の正しい取

扱等について、保安教育訓練による

電気設備の安全確保と感電等の災害

防止 

5 7/1～3 監督者安全教

育講座 1 人事部 
人事課 

新任監督者に対する法令に基づく職

長教育、安全衛生に関する実務的知

識を学び、グループ討議等を通じた、

監督者としての職務の自覚と意識高

揚 

6 7/22～24 原子力品質保

証講座 1 人事部 
人事課 

品質保証活動における基礎知識及び

機構や他機関での実例を学び、日常

の品質保証活動のレベルアップ 

7 9/9 普通救命講習 2 

むつ事務所 
保安管理課 
（むつ消防

署） 

防災週間に伴い、救命処置、心肺蘇

生法等に関する技能を習得する。 

8 11/25～27 
放射性廃棄物

処理処分応用

講座 
1 人事部 

人事課 

廃棄物処理処分に関する基本的考え

方、低レベル及び高レベル放射性廃

棄物処理処分技術に関する専門的知

識の体系的な習得及び技術的根拠や

技術動向を含め、知見を総合的に活

用できる応用力の向上 

9 11/27 
ヒューマンエ

ラーを防ぐ

3H 
7 むつ事務所 

保安管理課 

品質月間に伴い、ヒューマンエラー

を防ぐための活動について、実例を

交えた講義により学習する。 

10 12/3～4 
平成 27 年度

マネジメント

基礎研修 
1 人事部 

人事課 

管理職を対象に、管理者としての意

識を相互啓発し、管理上の問題解決

等に必要な知識及び手法の基礎を理

解させる。 
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表 9-4 原子力技術研修等一覧（平成 27 年度）（2/2） 
 

No 実施月日 
講習会・研修

会等の名称 
受講

者数 
主催者 
（講師） 

備考 

11 1/18～22 放射線取扱主

任者講習 1 
原子力人材

育成センタ

ー 

第一種放射線取扱主任者の免状を取

得するため、放射線安全管理等の講

習、非密封放射性物質の安全取扱や

各種の測定実習を行う。 

12 1/20～22 原子力品質保

証講座 1 人事部 
人事課 

品質保証活動における基礎知識及び

機構や他機関での実例を学び、日常

の品質保証活動のレベルアップ 
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１０．事故・トラブル等 

 

平成 26 年度における事故・トラブルとしては、保管建屋における火災警報盤の停止があった。

また、平成 27 年度については事故・トラブルは発生していない。 

 

【保管建屋における火災警報盤の停止】 

10.1 発生事象の内容 

平成 26 年 10 月 18 日に関根施設における計画停電を工務課主導により実施した。その際、保

管建屋電源室内に設置され、保管建屋及びむつ科学技術館の照明等に電力を供給しているスコッ

ト変圧器が停電作業時に故障した。このことにより、むつ科学技術館に設置されている火災警報

盤が停止し、保管建屋及びむつ科学技術館の火災発生に関する監視が継続できなくなった。 

  

10.2 対応について 

火災警報盤が停止している間、火災発生に関する監視を継続する必要があるため、保管建屋は

1 時間ごとに 1 回、むつ科学技術館は 2 時間ごとに 1 回の火災巡視点検を 20：30 より実施した。 

10 月 20 日夕方に保管建屋中庭に設置されたキュービクルより仮設ケーブルを延引し、火災警

報盤を復旧したことにより、定期的な火災巡視点検を終了した。なお、変圧器の復旧に関しては

12 月 9 日に工務課が実施した。 

 
 

１１．おわりに 

 
平成 26 年度及び平成 27 年度は、施設・設備の運転及び維持管理を正常に継続することができ

た。 
原子力第 1 船原子炉施設の附帯陸上施設は、液体廃棄物処理設備工業計器の一部更新や機排棟

における火災報知器更新等を実施した。燃廃棟及び機排棟、保管建屋内における設備機器につい

て、経年劣化が進行しており、計画的に更新していく必要がある。 
廃止措置に関しては、平成 25 年度より、廃棄物分別処理の先行的な調査検討として、保管廃棄

物の仕分け調査を実施しており、廃棄物パッケージにおいて可燃物・難燃物・不燃物の混在を確

認した。今後も継続して、内容物調査を実施し、将来的な分別に資するための方法及び手順、機

材、安全対策等の検討を進める。 
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表 A1-1 原子力第 1 船原子炉施設の附帯陸上施設の主要設備 

 

施 設 区 分 設  備  名 設 置 場 所 

放射性廃棄物

の廃棄施設 

気体廃棄物処理設備  燃料・廃棄物取扱棟 

液体廃棄物処理設備 
 燃料・廃棄物取扱棟 

希釈放出設備 機材・排水管理棟 

固体廃棄物処理設備 

雑固体圧縮機 燃料・廃棄物取扱棟 

固体廃棄物貯蔵室 
燃料・廃棄物取扱棟 固体廃棄物保管エリア 

（1 階）&（2 階） 

撤去物等保管室＆原子炉室保管室 保管建屋 

放射線管理  

施 設 

屋外管理用設備 

排気ダストモニタ（排気口） 
燃料・廃棄物取扱棟

及び保管建屋 

気象観測設備 気象観測所 

環境放射能測定設備 環境分析室 

屋内管理用設備 

エリアモニタ 
燃料・廃棄物取扱棟 

原子炉室保管棟 

塵埃モニタ（雑固体処理エリア） 燃料・廃棄物取扱棟 

ハンドフットクロスモニタ 
燃料・廃棄物取扱棟

及び保管建屋 

表面汚染検査用サーベイメータ 
施設内 

ガンマ線サーベイメータ 

その他原子炉

の附属施設 

附帯陸上施設 

換気設備 

燃料・廃棄物取扱棟 

機材・排水管理棟 

保管建屋 
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表 A1-2 燃料・廃棄物取扱棟の主要設備 

 
 設 備 名 称 規 格 ・ 仕 様 稼動状況 
 
 
 
1 

 
 
 
燃料取扱設備 

●使用済燃料輸送容器点検設備 
 ・使用済燃料輸送容器点検室 
 ・燃料取扱容器 
 ・輸送容器遮蔽蓋開閉装置 
 ・点検室走行台車 

・不用決定済 
 
 

●その他の設備 
 ・天井クレーン 型式；クラブ式 75 t／20 t／5 t 
 ・床上走行台車 

 
・稼動中 
・不要決定済 

 
 
 
2 

 
 
 
燃料貯蔵設備 

●新燃料貯蔵設備 
 ・新燃料貯蔵室 
 ・新燃料貯蔵ラック（2 体） 

 
燃料なし 
 

●使用済燃料貯蔵設備 
 ・使用済燃料輸送容器（外径 1,500mm×長さ 3,000mm） 
   最大総重量（緩衝体含む） 約 15 t 
 ・使用済燃料輸送容器架台（34 基分） 
 ・使用済燃料貯蔵エリアⅠ、Ⅱ、Ⅲ 5.4m×10m×H3m 

・不用決定済 
・輸送容器は原

科研で保管中 
・架台のみ 

3 気体廃棄物 
処理設備 

・オフガスフィルタ 約 1,100Nm3/h 
            ヨウ素除去効率 90％以上 
・オフガスブロア  2 基  約 1,100Nm3/h 

 
・稼動中 

 
 
 
4 

 
 
 
液体廃棄物 
処理設備 

・処理工程； 
廃液フィルタ（約 0.2m3/h）→イオン交換塔→ 
活性炭吸着塔 → ゼオライト吸着塔 

・廃液タンク（φ4,200mm×H3,420mm）2 基（30m3／基） 
・処理済水タンク（φ2,000mm×H3,104mm）1 基（6m3） 
・雑排水サンプタンク 

（φ1,600mm×H2,832mm）1 基（3m3） 
・廃液ポンプ 6.6kW    10m3/h×60m 
・処理済水ポンプ 2.2kW 6m3/h×30m 
・雑排水ポンプ  2.2kW 3m3/h×30m 

 
 
 
・稼動中 
 

 
 
 
5 

 
 
 
固体廃棄物 
処理設備 

・使用済樹脂貯蔵容器 3 基（容量；約 1m3） 
・雑固体圧縮機 W4,800mm×L1,500mm×H5,030mm 

一軸圧縮機 100 t 
  仕分けボックス 

 L2,856mm×W900mm×H1,000mm 3.9m3 
・固体廃棄物貯蔵室 貯蔵能力；約 500 本 

（200L ドラム缶相当） 
・固体廃棄物保管エリア 13.7m×9.7m 

貯蔵能力；約 290 本（200L ﾄﾞﾗﾑ缶相当）及び約 20m2  

 
 

 
・稼働中 
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表 A1-3 機材・排水管理棟の主要設備 

 
 設 備 名 称  規 格 ・ 仕 様 稼動状況 
 
 
1 

 
 
液体廃棄物 
処理設備 

・モニタタンク（φ4,000mm×H3,194mm）1 基（20m3） 
・雑排水サンプタンク 

（φ1,000mm×L2,400mm）1 基（1m3） 
・モニタポンプ 3.7kW   5m3/h×55m 
・海水ポンプ  75kW  300m3/h×55m 
・雑排水ポンプ 1.5kW   1m3/h×20m 
・液体廃棄物移送容器Ⅱ 横型円筒式 SUS304 

φ1,600mm×L4,661mm  （容量；8m3） 

 
 
 
・稼働中 

2 天井クレーン 
（ 非 管 理 区

域） 

型式；ダブルレールホイスト付き 20 t ・稼働中 

 

 

表 A1-4 撤去物等保管棟の主要設備 

 
 設 備 名 称  規 格 ・ 仕 様 稼動状況 

1 液体廃棄物 
処理設備 

・雑排水サンプタンク 
（φ1,000mm×L2,400mm） 1 基（1m3） 

・雑排水ポンプ 1.5kW  1m3/h×20m 

・稼働中 

2 固体廃棄物 
貯蔵設備 

貯蔵能力；約 930 本（200L ﾄﾞﾗﾑ缶相当） 
・稼働中 

 

 

表 A1-5 原子炉室保管棟の主要設備 

 
 設 備 名 称  規 格 ・ 仕 様 稼動状況 
1 原子炉室保管室 20m×21m×深さ 14m  

原子炉室一括撤去物 総重量；約 3,180 t 
・保管中 
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表 A1-3 機材・排水管理棟の主要設備 

 
 設 備 名 称  規 格 ・ 仕 様 稼動状況 
 
 
1 

 
 
液体廃棄物 
処理設備 

・モニタタンク（φ4,000mm×H3,194mm）1 基（20m3） 
・雑排水サンプタンク 

（φ1,000mm×L2,400mm）1 基（1m3） 
・モニタポンプ 3.7kW   5m3/h×55m 
・海水ポンプ  75kW  300m3/h×55m 
・雑排水ポンプ 1.5kW   1m3/h×20m 
・液体廃棄物移送容器Ⅱ 横型円筒式 SUS304 

φ1,600mm×L4,661mm  （容量；8m3） 

 
 
 
・稼働中 

2 天井クレーン 
（ 非 管 理 区

域） 

型式；ダブルレールホイスト付き 20 t ・稼働中 

 

 

表 A1-4 撤去物等保管棟の主要設備 

 
 設 備 名 称  規 格 ・ 仕 様 稼動状況 

1 液体廃棄物 
処理設備 

・雑排水サンプタンク 
（φ1,000mm×L2,400mm） 1 基（1m3） 

・雑排水ポンプ 1.5kW  1m3/h×20m 

・稼働中 

2 固体廃棄物 
貯蔵設備 

貯蔵能力；約 930 本（200L ﾄﾞﾗﾑ缶相当） 
・稼働中 

 

 

表 A1-5 原子炉室保管棟の主要設備 

 
 設 備 名 称  規 格 ・ 仕 様 稼動状況 
1 原子炉室保管室 20m×21m×深さ 14m  

原子炉室一括撤去物 総重量；約 3,180 t 
・保管中 
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表 A1-6 主要設備の巡視点検項目（保安規定第 3 編第 3 章第 19 条） 

 

 設備名 機器等 項目 頻度 

1 気体廃棄物処理設備 

制御盤 
(1)外観 
(2)異常臭 
(3)表示灯 

1 回／週 

オフガスブロア 
オフガスフィルタ 

(1)外観 
(2)異常臭 1 回／週 

配管、弁類 (1)外観 
(2)漏えい 1 回／週 

2 液体廃棄物処理設備 

制御盤 
(1)外観 
(2)異常臭 
(3)表示灯 

1 回／週 

タンク類、配管、弁類 (1)外観 
(2)漏えい 1 回／週 

廃液ポンプ 
処理済水ポンプ 
海水ポンプ 
モニタポンプ 

(1)外観 
(2)異常臭 1 回／週 

3 固体廃棄物処理設備 

制御盤 
(1)外観 
(2)異常臭 
(3)表示灯 

1 回／週 

タンク類、配管、弁類 (1)外観 
(2)漏えい 1 回／週 

圧縮機 (1)外観 
(2)異常臭 1 回／週 

固体廃棄物貯蔵室 (1)外観 
(2)貯蔵状態 1 回／週 

撤去物等保管室 (1)外観 
(2)貯蔵状態 1 回／週 

4 換気設備 

制御盤 
(1)外観 
(2)異常臭 
(3)表示灯 

1 回／週 

配管、弁類 (1)外観 
(2)漏えい 1 回／週 

排気ファン 
給気ファン 

(1)外観 
(2)異常臭 1 回／週 

5 燃料・廃棄物取扱棟 外観 1 回／月 

6 保管建屋 撤去物等保管棟 
原子炉室保管棟 外観 1 回／月 

7 機材・排水管理棟 外観 1 回／月 
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表 A1-7 施設定期自主検査対象設備及び検査項目（保安規定第 3 編第 3 章第 21 条） 

 

 設 備 名  機 器 等  検 査 項 目 

1 液体廃棄物処理設備 

工業計器 
(1) 作動検査 
(2) 校正 

塔槽類 (1) 漏えい検査 

配管類 (1) 漏えい検査 

ポンプ類 
(1) 漏えい検査 
(2) 作動検査 

液体廃棄物処理主系統 (1) 作動検査 

2 
固体廃棄物処理設備 
（雑固体圧縮機） 

圧縮機 (1) 作動検査 

3 
固体廃棄物処理設備 

（使用済樹脂移送系） 

工業計器 
(1) 作動検査 
(2) 校正 

塔槽類 (1) 漏えい検査 

配管類 (1) 漏えい検査 

4 
固体廃棄物処理設備 
（ 貯 蔵 室 等 ）  

貯蔵室等 (1) 外観検査 

5 液体及び固体廃棄物処理設備 漏えい検出器 (1) 警報検査 

6 
その他原子炉の附属設備 
（ 換 気 設 備 ）  

排気ファン (2) 風量検査 

フィルタ (1) 捕集効率検査 
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表 A1-7 施設定期自主検査対象設備及び検査項目（保安規定第 3 編第 3 章第 21 条） 

 

 設 備 名  機 器 等  検 査 項 目 

1 液体廃棄物処理設備 

工業計器 
(1) 作動検査 
(2) 校正 

塔槽類 (1) 漏えい検査 

配管類 (1) 漏えい検査 

ポンプ類 
(1) 漏えい検査 
(2) 作動検査 

液体廃棄物処理主系統 (1) 作動検査 

2 
固体廃棄物処理設備 
（雑固体圧縮機） 

圧縮機 (1) 作動検査 

3 
固体廃棄物処理設備 

（使用済樹脂移送系） 

工業計器 
(1) 作動検査 
(2) 校正 

塔槽類 (1) 漏えい検査 

配管類 (1) 漏えい検査 

4 
固体廃棄物処理設備 
（ 貯 蔵 室 等 ）  

貯蔵室等 (1) 外観検査 

5 液体及び固体廃棄物処理設備 漏えい検出器 (1) 警報検査 

6 
その他原子炉の附属設備 
（ 換 気 設 備 ）  

排気ファン (2) 風量検査 

フィルタ (1) 捕集効率検査 
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表 A1-8 自主検査の対象設備及び検査項目（原子炉施設運転手引第 1 章第 5 節 4 項） 

 
 設 備 名  機 器 等  検 査 項 目 

1 気体廃棄物処理設備 

電気回路 
(1)絶縁抵抗検査 
(2)作動検査 

オフガスブロア 
(1)外観検査 
(2)開放検査 
(3)作動検査 

オフガスフィルタ 
(1)外観検査 
(2)差圧測定 
(3)捕集効率検査 

2 液体廃棄物処理設備 

電気回路 
(1)絶縁抵抗検査 
(2)作動検査 

塔槽類 
(1)外観検査 配管類 

堰 

3 
固体廃棄物処理設備 
（雑固体圧縮機） 

電気回路 
(1)絶縁抵抗検査 
(2)作動検査 

圧縮機 (1)外観検査 

4 
固体廃棄物処理設備 
（使用済樹脂移送系） 

電気回路 
(1)絶縁抵抗検査 
(2)作動検査 

塔槽類 
(1)外観検査 

配管類 

5 
換

気

設

備 

燃料・廃棄物取扱棟 
給気ファン 
排気ファン 

(1)外観検査 
(2)絶縁抵抗検査 

フィルタ (1)差圧測定 

6 機材・排水管理棟 
給気ファン 
排気ファン 

(1)外観検査 
(2)絶縁抵抗検査 

フィルタ (1)差圧測定 

7 保管建屋 
給気ファン 
排気ファン 

(1)外観検査 
(2)絶縁抵抗検査 

フィルタ (1)差圧測定 

8 
建  
 
物 

燃料・廃棄物取扱棟 － 
(1)外観検査 保管建屋 － 

機材・排水管理棟 － 
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表 A3-1 大湊施設 液体廃棄施設及び固体廃棄施設の設備仕様 

 
 設 備 名 称 規格・仕様 稼動状況 
 
 
 
 
1 
 

 
 
 
 
液体廃棄設備 

・貯留タンク 3,300L  2 基 
（φ1,200mm×L3,040mm） 
（鏡板・胴板 t 5.0mm SUS304L） 
（内部；硬質ゴムライニング t 3.0mm） 

・廃液中継タンク 1,800L 1 基 
（φ1,450mm×H840m） 
（鏡板・胴板 t 5.0mm SUS304L） 
（内部；硬質ゴムライニング t 3.0mm） 

・廃液移送ポンプ  2 台 
 40FQSE5,4、200V、1.9A、0.4kW 

・廃液循環ポンプ  2 台 
  40NLFCG5,75、200V、3.6A、0.75kW 

 
 
 
 
稼働中 

2 固体廃棄設備 廃棄物保管庫 稼働中 
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燃料・廃棄物取扱棟 

撤去物等保管棟 

原子炉室保管棟 

機材・排水管理棟 

むつ科学技術館 

図 A1-1 む つ 事 務 所  関 根 施 設 全 体 図 

技術管理棟 

事 務 棟 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

青森研究開発センターむつ事務所 

関根施設全体図 

 

 
 

研
究

棟
 

放
射

線
発

生
装

置
使

用
施

設
 

（
加

速
器

質
量

分
析

装
置

）
 

A
M

S
管

理
課

居
室

 

少
量

核
燃

料
物

質
使

用
施

設
等

 

（
 
海
 
）

 
（
 
海
 
）

 

岸 壁 

図
A2

-1
 
む

つ
事

務
所

 
大

湊
施

設
図
 

 

- 46 - 

  
 

JAEA-Review 2017-039 
 

JAEA-Review 2017-039

- 46 -



 

 
 

研
究

棟
 

放
射

線
発

生
装

置
使

用
施

設
 

（
加

速
器

質
量

分
析

装
置

）
 

A
M

S
管

理
課

居
室

 

少
量

核
燃

料
物

質
使

用
施

設
等

 

（
 
海
 
）

 
（
 
海
 
）

 

岸 壁 

図
A2

-1
 
む

つ
事

務
所

 
大

湊
施

設
図
 

 

- 46 - 

  
 

JAEA-Review 2017-039 
 

JAEA-Review 2017-039

- 47 -



JAEA-Review 2017-039 

- 48 - 

Ⅲ. 各建屋の概要について 

 

1. 燃料・廃棄物取扱棟 

(1) 概 要 

燃料・廃棄物取扱棟の主要な設備としては、放射性廃棄物の処理設備（気体廃棄

物処理設備、液体廃棄物処理設備、固体廃棄物処理設備）及び燃料貯蔵設備がある。

これらの設備は、原子力船「むつ」から陸揚げされた放射性液体廃棄物及び固体廃

棄物の処理・保管並びに原子力船「むつ」の原子炉から取出した使用済燃料の保管

を行うものである。 

(2) 現 状 

平成 4 年 9 月から開始された原子力船「むつ」の解役工事は、3 段階に分けて解

体が行われた。第 1 段階で、「むつ」の原子炉から取出された（平成 5 年 5 月下旬

から 7 月上旬）使用済燃料 32 体は、貯蔵容器を兼ねた使用済燃料輸送容器に収納

され、燃料・廃棄物取扱棟 1 階の使用済燃料貯蔵エリアに貯蔵保管された。 

これら使用済燃料及び予備燃料（2 体）を含めた合計 34 体の使用済燃料は、平成

13 年 6 月から 11 月にかけて 3 回に分けて茨城県東海村の日本原子力研究所東海研

究所（現在の国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」とい

う。）原子力科学研究所のホット試験施設に搬出し、再処理のため 6 体の再組み立

て燃料集合体に再組み立てされた後（平成 19 年 3 月終了）、ホット試験施設に保管

中である。今後、原子力機構核燃料サイクル工学研究所で再処理の予定である。 

液体廃棄物の処理施設は、保守運転及び施設定期自主検査等で月 1 回及び年 1 回

の運転を実施している。液体廃棄物の処理は、平成 17 年 11 月以降実施していない。 

固体廃棄物の処理施設は、保守運転及び施設定期自主検査等で月１回及び年１回

の運転を実施している。雑固体廃棄物は、施設の運転、保守に伴って年間 200L ド

ラム缶で 3～4 本程度発生する状況である。 

 

2. 機材・排水管理棟 

(1) 概 要 

機材・排水管理棟には、液体廃棄物を希釈し排出を行う設備があり、主な設備は、

モニタタンク及び海水ポンプである。液体廃棄物は、燃料・廃棄物取扱棟の液体廃

棄物処理設備で処理され、液体廃棄物移送容器Ⅱにて機材・排水管理棟のモニタタ

ンクに搬入する。海中に放出するには、海水ポンプにて汲み上げた海水を希釈材と

し、岸壁に設置された排水管内で液体廃棄物と混合（希釈；約 300 倍）して、関根

浜港外に排水する。 
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放出管は、径 250A（STPG38 sch40）で、海底面上約 80cm の鉄骨架台上に支持

させ、放出口は海底面上約 3.2m の位置にある（水深は約 12.7m）。 

放出管の塗装は、埠頭部（海側橋脚上まで）では管の内外面共溶融アルミメッキ

（150μ）で、海中部では外面のみポリエチレン被覆加工（2.8mm）を行っている。 

水管橋の電気防食装置として、アルミニウム合金陽極 11 個（ALAP-K H153A116

型；1 個、ALAP-K H-134A211 型；10 個）を放出管及び水管橋に設置している。

耐用年数は約 10 年で、直近の更新は平成 24 年 11 月に実施し、電気防食のアルミ

ニウム合金陽極を更新した。 

・ALAP-K H-153A116 型；L1160mm×H130mm×W120mm、重量；約 50 kg 

設置位置；放出管先端 1 ヵ所 

・ALAP-K H-134A211 型；L2110mm×H110mm×W110mm、重量；約 67.8 kg 

設置位置；水管橋橋脚部 10 ヵ所 

(2) 現 状 

海中放出は、平成 17 年 11 月以降実施していない。 

 

3. 撤去物等保管棟 

(1) 概 要 

原子力船「むつ」の解役に伴い発生した固体廃棄物を保管している。 

(2) 現 状 

平成 6 年 12 月以降、固体廃棄物の貯蔵量に変化はない。 

液体廃棄物の雑排水サンプタンクに少量の廃液（手洗い水等）を保管している。 

 

4. 原子炉室保管棟 

(1) 概 要 

原子力船「むつ」の解役に伴い発生した原子炉室一括撤去物を保管している。 

(2) 現 状 

科学展示物として平成 8 年 7 月から一般公開しており、むつ科学技術館側から原

子炉格納容器内を鉛遮へいガラス越しに見学することが出来る。 

(3) 日常の運転管理  

固体廃棄物処理設備である原子炉室保管室について、週 1 回の頻度で巡視点検を

実施し、保管の状況を確認し、異常のないことを確認している。 

原子炉室等保管棟の建屋について、毎月 1 回巡視点検を実施し異常のないことを

確認している。 
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5. その他原子炉の附属施設（換気設備） 

(1) 概 要 

設置許可に記載された「その他原子炉の附属施設」として、燃料・廃棄物取扱棟、

機材・排水管理棟及び保管建屋（撤去物等保管棟、原子炉室保管棟）に換気設備が

ある。本設備は、空気中の放射性物質を除去低減するために、管理区域に外気を供

給し、その排気をフィルタユニットに通して排出する設備である。 

(2) 現 状 

各建屋ともに問題なく運転している。 
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1. 概要 
放射性固体廃棄物（以下「廃棄物」という。）は、最終的に減容処理（焼却・圧縮等）をして、

廃棄体化（コンクリート等での充填処理）を行う。このため、むつ事務所に保管している廃棄物

は、減容処理に対応した廃棄物の分別を実施する必要がある。そのための事前調査として、廃棄

物を封入した 200L ドラム缶等の金属容器（以下「廃棄物パッケージ」という。）の内容物調査を

実施し、分別のための方法及び手順、機材、放射線安全対策等の検討を行う。 
本報告書は、原子力第 1 船原子炉施設保安規定第 3 編第 17 条の 2 第 4 項に係るものであり、

第 1 回～第 3 回廃棄物パッケージ中の内容物調査について報告する。 
 
 
2. 廃棄物パッケージ中の内容物調査の計画 

本調査は燃料・廃棄物取扱棟（以下「燃廃棟」という。）に保管している廃棄物パッケージを対

象に、保安規定第 3 編第 17 条の 2（廃棄物パッケージからの試料採取及び試料分析）に基づき「試

料採取・分析計画（第 1 回～第 3 回 廃棄物パッケージ中の内容物調査）」を作成し、実施した。

なお、可燃及び不燃廃棄物圧縮調査の進捗に伴い、同計画の改定を平成 27 年 10 月 30 日に行っ

た。また、それぞれの調査における詳細を記した実施要領を作成し、円滑な作業の進展と効率化

に努めて、内容物調査を実施した。 
 

2.1 調査対象廃棄物 
むつ事務所に保管している廃棄物は、可燃物直廃（200L ドラム缶）、可燃物圧縮（200L

ドラム缶）、不燃物直廃（200L ドラム缶）、不燃物圧縮（200L ドラム缶）、不燃物直廃（1m3

容器）、フィルタ（梱包体）に区分している。可燃物圧縮及び不燃物圧縮は、燃廃棟の雑固体

圧縮機（圧縮能力：100t）により、圧縮処理したものであり、可燃物直廃及び不燃物直廃は

圧縮処理を行わないで金属容器に廃棄物を封入したものである。 
フィルタ（梱包体）については、保安規定第 3 編第 17 条の 2 に基づく試料採取を行うこ

とができないため除外し、それぞれの区分から最低 1 個以上の廃棄物パッケージを選定する

こととし、基本方針として放射能量が極めて少なく、廃棄物パッケージの表面線量率がバッ

クグラウンドレベルのものを対象とした。 
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2.2 全体工程 
廃棄物パッケージ中の内容物調査に係る全体工程を以下に示す。 

対象廃棄物 
平成 26 年 1 月 

～平成26年12月 
平成 27 年 1 月 

～平成 27 年 10 月 
平成 27 年 10 月 
～平成 28 年 3 月 

可
燃
物 

直廃（200L ドラム缶） 
 第 1 回調査 
 

  

不
燃
物 

直廃（200L ドラム缶）    第 2 回調査  

直廃（1m3容器）   

不
燃
物 

可
燃
物 圧縮（200L ドラム缶） 

  第 3 回調査 

まとめ     
 

2.3 作業場所 
   燃廃棟 1 階使用済燃料貯蔵エリア(Ⅲ)に設置した、作業スペースが約 3.8 m2のグリーンハ

ウス（以下「1F GH」という。）及び、燃廃棟 2 階固体廃棄物保管エリア脇に設置した、作業

スペースが約 10.5 m2のグリーンハウス（以下「2F GH」という。）で調査を行った。（別添

1 参照） 
 
 2.4 調査内容 
    廃棄物パッケージ中の内容物調査は、主に廃棄物の試料採取と、物量・作業形態の 2 項目

とし、基本的調査事項を以下に示す。 
 （1）廃棄物の試料採取 
    容器に封入した廃棄物を開放し、その中から性状別に試料採取し、目視並びに触手による

材質確認及びGe 半導体検出器による核種分析等を行い、廃棄体化に資する情報を調査する。 
 （2）物量・作業形態 

     グリーンハウス内で廃棄物を作業台等に取出し、手作業での仕分け作業を通して、内容物

の性状及び重量等のリストを作成すると共に以下に示す項目の調査を行う。 
  1） 分別作業に必要な作業エリア、工具等について調査する。 

2） 分別作業の安全を確保するために必要となる放射線安全及び一般安全の対策・保護具等

を調査する。 
3） 分別作業に必要な合理的な人員（責任者・オペレータ・作業員等）を調査する。 
4） 分別作業の工程に係る調査（方法、時間、必要工具等）を行う。 
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3. 廃棄物パッケージ中の内容物調査の結果 
  試料採取・分析計画及び実施要領に基づき平成 26 年 1 月から調査を実施した。2.2 の全体工

程に従い遅滞なく作業を進め、平成 28 年 3 月に全体の作業を終了した。全期間で実施した調査の

対象廃棄物を以下に示す。 
 ・ 可燃物直廃 200L ドラム缶：NY-933-227 （燃廃棟で発生（平成 5 年 3 月 8 日）） 
 ・ 可燃物直廃 200L ドラム缶：NY-94X-588 （原子力船解体時に発生（平成 6 年 10 月 13 日）） 
 ・ 不燃物直廃 200L ドラム缶：NY-94X-589 （原子力船解体時に発生（平成 6 年 10 月 13 日）） 
 ・ 不燃物直廃 1m3容器：NY-945-466 （原子力船解体時に発生（平成 6 年 5 月 19 日）） 
 ・ 可燃物圧縮 200L ドラム缶：P-897-046 （燃廃棟で発生（平成元年 7 月 24 日）） 
 ・ 不燃物圧縮 200L ドラム缶：P-897-045 （燃廃棟で発生（平成元年 7 月 24 日）） 
 
 3.1 作業手順の確立 
    可燃物・不燃物直廃及び可燃物・不燃物圧縮の廃棄物について、本調査の実施により、作

業手順を確立する事ができた。廃棄物の内容物調査の基本的な作業手順を別添 2-1 及び 2-2、
詳細な作業手順を別添 3-1 及び 3-2 に示す。1m3容器は 200L ドラム缶に比べて形状が複雑

であり、汚染した場合、除染作業による廃棄物の増加が 200L ドラム缶に比べて大きくなる

ことから、作業前に容器全体に養生を施し、汚染対策を行った（図-3.1.1、3.1.2）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図-3.1.1 1m3容器の養生                図-3.1.2 養生の模式図 
 
 
 3.2 作業場所及び作業人数の検証 
   可燃物及び不燃物直廃 200L ドラム缶の調査は 1F GH で、作業員 2 名で実施した。当該グ

リーンハウスは非常に狭いため、作業員 2 名が限界であり、これ以上増やすことはできず、

作業可能なスペースも狭いことから、作業効率が悪かった。 
1m3容器の調査は広い作業スペースが要求されるため、2F GH で、作業員 2名で実施した。

当該グリーンハウスの作業面積は充分広いため、1m3 容器でも余裕をもって作業する事がで

き、作業員の増員も可能であることがわかった。 
可燃物及び不燃物圧縮 200L ドラム缶の調査は 2F GH で、作業員 3 名で実施した。大型の

角槽（容積 240L）を新たに購入し、作業場所として使用し、内容物を広げて分別作業を行う
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ことで、効率的に作業を行うことができた。200L ドラム缶の調査も 2F GH で行うことで、

作業員の増員及び作業の効率化が可能になり、作業時間を短縮する事が出来た。 
 
 3.3 安全対策 
   本調査に係る安全対策は、一般安全対策と放射線安全対策の 2 つに大別できる。それぞれ

の安全対策は、試料採取・分析計画及び実施要領に記載している以下の項目を遵守して調査

を行った。 
1）放射線安全対策 

・本作業で調査する廃棄物パッケージは、放射能量が極めて少なく、廃棄物パッケージ

の表面線量率がバックグランドレベルのものを選定する。 
・汚染拡大防止対策として HEPA フィルタ付き局所排気装置付きグリーンハウスを設置

し、作業台、床及び調査対象ドラム缶には、シート等で養生を行う。 
・作業者の放射線防護対策として、タイベック、ゴム手袋、全面マスク等の保護具を装

着する。 
・作業員の被ばく監視対策として、作業中はサーベイメータ及びダストサンプラーを使

用する。 
・作業を実施するにあたっては、放射線安全取扱手引（6.3.1 (3)放射線作業連絡票）に

基づき、放射線作業連絡票を作成し、事前に作業手順及び放射線防護方法（防護具の使

用等）について保安管理課と打ち合わせを行う。 
2）一般安全対策 

・クレーン及び玉掛作業は、必ず有資格者が実施する。 
・重量物の運搬作業時には、ヘルメット等の保護具を装着する。 
・作業開始前には、TBM・KY を実施し、安全確認を行う。 

この結果、全ての廃棄物パッケージの内容物調査において、安全に影響を及ぼす事象を発

生することなく終了できた。以上の事から、放射能量が極めて少ない廃棄物パッケージの分

別作業における安全対策は、本調査で実施したもので充分な安全性を確保できることが分か

った。 
   200L ドラム缶可燃物圧縮及び不燃物圧縮の再圧縮作業については、再圧縮によりドラム缶

が損傷し、内容物の再封入ができなくなる可能性がゼロではなく、オーバーパック用の 300L
ドラム缶を事前に準備しておくことで対策した。 

 
 3.4 内容物の分別 
   本調査における、内容物の分別結果を別添 4-1～4-6 に示す。それぞれの結果から分かるよ

うに、可燃物の廃棄物パッケージには不燃物及び難燃物が、不燃物の廃棄物パッケージには

可燃物及び難燃物が混在しており、廃棄体化に向けた分別作業が確実に必要であることが分

かった。 
   可燃物の調査において、ダンボールに金属留め具、ベニヤ板に釘が付いたままの状態で収

納されていることを確認した。特に小さい留め具等は目視での見落としが発生しがちである
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ため、金属探知機を使用して不燃物の探知・除去を行った。使用した金属探知機は MJA-2（ニ

ッカ電測株式会社 製）であり、探知有効範囲は半径約 10cm 以内であった。本探知機を使用

することでビニール袋の内部にある金属や、金属留め具など見落としがちな金属を発見でき

るため、可燃物中の金属の分別に有効であることが確認できた。 
難燃物である「塩化ビニールテープ」の混在が可燃物と不燃物の廃棄物パッケージ両方で

確認できた。廃棄物パッケージへの封入当時、難燃物の分類が曖昧であったことにより、こ

ういった難燃物の混在があり、特に配管類は先端部にビニールテープ等によって養生が施さ

れている（図-3.4.1）ことから、廃棄物パッケージに封入されている配管類においては、養生

を外す作業が今後必要となる。 
解体を必要とするものもいくつか確認できた。不燃物直廃体の 1m3容器には、室内用廃棄

物容器や大型装置（クロマトグラフ装置、ガスアナライザー等）が封入されており、ゴムパ

ッキン等の難燃物を含むことから解体が必要であることが確認できた。解体作業の結果、解

体が容易なものについては分別可能であった（図-3.4.2）が、大型装置類については、①分別

が困難な基盤を含む、②形状が複雑なため解体に時間がかかる、③解体に専用の工具が必要

となるといった場合があることが分かった（図-3.4.3）。本格的な分別を行う際は、解体が必

要になるが、今は調査段階であるため詳細に解体を行わないこととした。 
不燃物の中に、原子力船「むつ」の解体作業において発生した粉塵ゴミがあることを確認

した（図-3.4.4）。目視では粉塵と判断できるが、磁石を近づけることで鉄粉の存在を確認で

きた（図-3.4.5）。不燃物の調査においては、鉄の存在の確認や、鉄と非鉄の分別においても、

磁石を用いることが有効であることが分かった。 
圧縮された廃棄物について、紙や布、テープやシート類は圧縮工程により固着し、塊とな

っていることを確認できた（図-3.4.6）。塊の中に、金属類の不燃物が紛れ込んでいた場合、

分別するのが困難であるため、金属探知機を使用することでスムーズな分別作業を行うこと

ができた。 
 
 
 
図-3.4.4  

 
 
 
 
       図-3.4.1 配管の先端養生                    図-3.4.2 室内用廃棄物容器の解体  
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図-3.4.3 クロマトグラフ装置の解体            図-3.4.4 原子力船解体時の粉塵ゴミ 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3.4.5 磁石による鉄粉の混入確認        図-3.4.6 圧縮による内容物の塊 
 
  

 3.5 内容物リストとの整合性 
    第 2 回内容物調査で対象とした不燃物の廃棄物パッケージについて、封入時に記録した

内容物のリストと実際の内容物との整合性を調査した。その結果、内容物リストに記録され

ている内容物と、実際の内容物について、ほぼ一致していたが、ビニールテープや紙・布等

の少量の混入物については記載が無かった。記載が無い混入物は分別を要するものが多いた

め、リストで内容物の概要を確認したうえで詳細な分別を行うことが適切であることが分か

った。また、リストにおいて少量の放射能量を持つことが確認できたものについて、汚染検

査を念入りに行ったが、減衰により汚染は確認できなかった。 
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 3.6 Ge 半導体検出器による分析 
    200L ドラム缶 NY-94X-589 から「原子力船解体

時の粉塵ゴミ」を U-8 容器に採取し（図-3.6.1）、Ge
半導体検出器を用いて核種分析を行った。分析の結

果を別添 5 に示す。 
   分析結果から、Co-60 の放射能のみ検出したことが

分かった（天然放射性核種除く）。当該粉塵ゴミには

鉄粉が混入していることが磁石による判別で分かっ

ている（図-3.4.5）。このことから、粉塵ゴミに含ま

れる鉄粉中に放射化したコバルトが含まれていたこ

とで、Co-60 を検出したと考えられる。 
   可燃物直廃と可燃物圧縮の調査時にはそれぞれ「ダンボール」「酢ビシート」を U-8 容器

に採取し、Ge 半導体検出器で核種分析を行ったが、放射性核種は検出限界未満だった。 
   不燃物圧縮の調査時には「塩ビシート」を U-8 容器に採取し、核種分析を行ったが、放射

性核種は検出限界未満だった。 
本調査は放射能量が極めて低いものを対象としているため、放射性核種はほぼ検出されず、

核種分析によって得られるデータは非常に少ないことが分かった。 
 
 3.7 圧縮廃棄物の再圧縮 
   第 3 回調査で可燃物圧縮について調査を行ったが、開封後、内容物をほぐして調査をする

と体積が圧縮前に戻ってしまい人の手で再封入する事が不可能になった。雑固体圧縮機によっ

て再び圧縮する必要があり、調査対象のドラム缶は作業終了後に再圧縮の操作を行った。実施

要領に則った作業方法で問題無く実施できたが、圧縮に失敗してドラム缶を損傷させた場合、

現状の保安規定では詰替えを行うことはできないため、300L ドラム缶等でオーバーパックす

る必要があるので事前の準備が必要不可欠である。 
 
4. おわりに 

  本調査では、むつ事務所に保管している 200L ドラム缶直廃並びに圧縮及び 1m3容器直廃につ

いて、その作業手順や安全管理の方法を確立できた。廃棄物パッケージの内容物や分別解体の手

順等は今後も継続して調査を進めるが、内容物調査の手順は今回確立したものに則って実施して

いく。 
  今回の調査で、可燃物の廃棄物パッケージ中に難燃物や不燃物が混在し、不燃物の廃棄物パッ

ケージには難燃物や可燃物が混在している事が確認できた。むつ事務所に保管している全ての廃

棄物パッケージについて、分別作業は不可欠であり、廃棄体化に係る分別作業の先行的な調査と

して、職員等のみによるコストを抑えた作業を継続して実施する必要がある。 
 平成 28 年度は、可燃物直廃（200L ドラム缶）について、内容物の種類や分別方法の調査を継

続して実施していくこととする。 
以上

図-3.6.1 粉塵ゴミの採取 
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別添 3-1 

廃棄物パッケージ中の内容物調査の詳細手順 
可燃物・不燃物直廃編 

          

１．  準備                

  ①    作業場に廃棄物の仕分け毎のポリエチレン袋を用意する。 

  ②    グリーンハウス内に、廃棄物が無いことを確認する。 
  ③    グリーンハウス内に、汚染が無いことを確認する。 
  ④    局所排気装置を起動する。 
  ⑤    ダストサンプラーを起動する。 

 

２．  移動               

  
① 廃棄物パッケージの容器番号、表面線量率及び放射能量、表面密度

を確認する。 

  
②     当該廃棄物パッケージについて天井クレーン等を用いて、当該廃

棄物パッケージの保管場所からグリーンハウスへ移動する。 

  ③   当該廃棄物パッケージをグリーンハウス内に搬入する。 
 

３．  開封                

 
①   当該廃棄物パッケージを開封する。 

  
②  開封時にサーベイメータにて、放射線量を測定し、表面線量当量

率等が固体廃棄物記録表の記載と相違ないことを確認する。 

  ③ 内容物の収納状態を記録する。 

  

④ 必要に応じて収納されている廃棄物のタグ番号が固体廃棄物記録

表と相違ないか確認する。 
⑤ 1m3 容器の蓋は、作業スペース確保のため、汚染拡大防止の養生を

行ってから、グリーンハウスの外へ移動する。 
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４．  仕分け               

  
①    当該廃棄物パッケージから、サーベイを行いながら、少しずつ廃

棄物を取り出し、作業台等に移す。 
  ②  廃棄物の分類毎に仕分けを行う。 
  ③ 各仕分けした廃棄物の重量を測定する。 

 

５．  試料採取               

  ①  試料を U-8 容器に採取し、チャック付ポリ袋に封入する。 

  
②  採取した試料は、表面の汚染検査を実施後、グリーンハウスから

搬出する。 
  ③ 採取した試料の容器を含めた重量を測定する。 
  ④ Ge 半導体検出器にて核種分析を行う。 

 

６．  収納               
  ①   廃棄物を当該廃棄物パッケージに収納する。 

  
②    全ての廃棄物が当該廃棄物パッケージに戻されていることを確認

する。 

  
③    封入を行う。1m3 容器の封入を行う場合は、蓋をグリーンハウス

内に移動し、封をする。 

  
④    当該廃棄物パッケージ表面に汚染が無いことをスミヤ等で確認す

る。 

  
⑤    必要に応じて当該廃棄物パッケージの表面線量当量率を測定す

る。 
  ⑥    グリーンハウスの中から、当該廃棄物パッケージを搬出する。 

 

７．  移動               

 
①    当該廃棄物パッケージを元の保管場所に移動する。 
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別添 3-2 
廃棄物パッケージの内容物調査の詳細手順 

可燃物・不燃物圧縮編 

          

１．  準備                 

  ①    作業場に廃棄物の仕分け毎のポリエチレン袋を用意する。 

  ②    グリーンハウス内に、廃棄物が無いことを確認する。 
  ③    グリーンハウス内に、汚染が無いことを確認する。 
  ④    局所排気装置を起動する。 
  ⑤    ダストサンプラーを起動する。 

 

２．  移動                 

  
① 廃棄物パッケージの容器番号、表面線量率及び放射能量、表面密度

を確認する。 

  
②     当該廃棄物パッケージについて天井クレーン等を用いて、当該廃棄

物パッケージの保管場所からグリーンハウスへ移動する。 

  ③  当該廃棄物パッケージをグリーンハウス内に搬入する。 
 

３．  開封                

 
①  当該廃棄物パッケージを開封する。 

  
② 開封時にサーベイメータにて、放射線量を測定し、表面線量当量率

等が固体廃棄物記録表の記載と相違ないことを確認する。 

  ③ 内容物の収納状態を記録する。 

  
④ 必要に応じて収納されている廃棄物のタグ番号が固体廃棄物記録

表と相違ないか確認する。 
 

４．  仕分け               

  
①  当該廃棄物パッケージから、サーベイを行いながら、少しずつ廃棄

物を取り出し、作業台等に移す。 
  ② 廃棄物の分類毎に仕分けを行う。 
  ③ 各仕分けした廃棄物の重量を測定する。 
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５．  試料採取               

  ① 試料を U-8 容器に採取し、チャック付ポリ袋に封入する。 

  
② 採取した試料は、表面の汚染検査を実施後、グリーンハウスから搬

出する。 
  ③ 採取した試料の容器を含めた重量を測定する。 
  ④ Ge 半導体検出器にて核種分析を行う。 

 
６．  収納 
  

              

  ①   廃棄物を当該廃棄物パッケージに封入する。 
  ②    入りきらない廃棄物について、用意したポリエチレン袋に封入する。 

  
③  廃棄物パッケージや廃棄物を封入したポリエチレン袋の表面に汚

染が無いことをスミヤ等で確認する。 
  ④    必要に応じて当該廃棄物パッケージの表面線量当量率を測定する。 
  ⑤    グリーンハウスの中から、当該廃棄物パッケージを搬出する。 

 

７．再圧縮 

 

① 当該廃棄物パッケージ等を 2 階から 1 階へ移動するために、2 階固

体廃棄物保管エリア前の鉄板ハッチ部の開放作業（４隅のポール、チ

ェーン、ハッチの移動）を行う。 
② １階雑固体処理エリア付近に当該廃棄物パッケージ等を吊り下ろ

す。 
③ 当該廃棄物パッケージを雑固体処理装置に設置する。 
④ ドラム缶に入りきらなかった廃棄物を雑固体処理装置内に入れ、当

該廃棄物パッケージに再圧縮する。 
⑤ 当該廃棄物パッケージを雑固体処理装置の台車を下降させ、蓋を

し、再封入する。 
⑥ 当該廃棄物パッケージを雑固体処理装置から下ろし、表面に汚染が

無いことをスミヤ等で確認する。 
⑦ 雑固体処理装置を停止する。 

 

８．  移動 
  

                

①   当該廃棄物パッケージを元の保管場所に移動する。 
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別添 3-2 
廃棄物パッケージの内容物調査の詳細手順 

可燃物・不燃物圧縮編 

          

１．  準備                 

  ①    作業場に廃棄物の仕分け毎のポリエチレン袋を用意する。 

  ②    グリーンハウス内に、廃棄物が無いことを確認する。 
  ③    グリーンハウス内に、汚染が無いことを確認する。 
  ④    局所排気装置を起動する。 
  ⑤    ダストサンプラーを起動する。 

 

２．  移動                 

  
① 廃棄物パッケージの容器番号、表面線量率及び放射能量、表面密度

を確認する。 

  
②     当該廃棄物パッケージについて天井クレーン等を用いて、当該廃棄

物パッケージの保管場所からグリーンハウスへ移動する。 

  ③  当該廃棄物パッケージをグリーンハウス内に搬入する。 
 

３．  開封                

 
①  当該廃棄物パッケージを開封する。 

  
② 開封時にサーベイメータにて、放射線量を測定し、表面線量当量率

等が固体廃棄物記録表の記載と相違ないことを確認する。 

  ③ 内容物の収納状態を記録する。 

  
④ 必要に応じて収納されている廃棄物のタグ番号が固体廃棄物記録

表と相違ないか確認する。 
 

４．  仕分け               

  
①  当該廃棄物パッケージから、サーベイを行いながら、少しずつ廃棄

物を取り出し、作業台等に移す。 
  ② 廃棄物の分類毎に仕分けを行う。 
  ③ 各仕分けした廃棄物の重量を測定する。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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